2009道本部総合政策局発第387号

２００９年６月１９日
　　　地本・単組・総支部委員長　様

　　現業公企評議会議長　様
　　　衛生医療評議会議長　様

　社会福祉評議会議長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部
執行委員長　　三 浦　正 道
（労働安全衛生・職業病対策委員会）
2009年度「自治労安全衛生月間」の取り組みについて
　日ごろの取り組みに、敬意を表します。
　自治労は、毎年７月を「安全衛生月間」と位置づけ、快適な職場環境と労働安全衛生を確立するための取り組みを進めています。今年度については、衆議院の解散総選挙の情勢がいまだ流動的ですが、道本部としても「道本部第110回中央委員会」（6月3～4日）において、「当面の闘争方針」（議案集ｐ42～43）でお示ししましたとおり、各単組の現業公企・衛生医療・社会福祉の各評議会と連携しての職場巡視などを取り組むこととします。
　各単組については、①月間中の労働安全衛生委員会（衛生委員会）の開催、②職場点検の実施、③メンタルヘルス対策の強化など、下記の各項目を参考にして、各単組の取り組の経過と現状を踏まえながら、さらに取り組みを強化されますようにお願いします。

　なお、「自治労安全衛生月間」の啓発用機材としてポテッカーと「職場点検活動のてびき09年版」を配布いたしますのでご活用ください。
また、厚生労働省は同時期に「全国安全衛生週間（7月1～7日）」を実施していますが、このことについて、厚生労働省から本年度の全国安全衛生週間「平成21年度全国安全衛生週間実施要綱」が発せられておりますので、ご参照ください。（http://www.mhlw.go.jp/topics/2006/07/tp0701-1.html）
記

１．単組の取り組み基本目標
○安全衛生委員会が未設置の事業場は安全衛生委員会を設置する。
○安全衛生委員会が設置済みの単組は、7月中に委員会を開催する。
○安全衛生委員会の年間計画を作成する。
○全職場の点検・巡回を定期的に実施（重点地本＝上川・渡島・胆振・十勝＝管内の単組については、道本部と当該地本が協議をし、別途職場点検の依頼をします）。
（ウラヘ）

○メンタルヘルス対策については、相談体制の確立・拡充や、職場復帰体制のプログラムの確立を図ることとします。必要に応じて、職員や管理職に対する研修を実施するなど、メンタルヘルス対策の充実を図ることとします。

２．単組の取り組み重点目標
さらに、目標を設定し取り組める事業場は、以下の項目について重点的に実施します。
○安全衛生委員会の女性委員拡充を図るなど、男女がともに担う安全衛生活動を推進する。
○安全衛生委員会への女性委員の拡充をはかるなど男女がともに担う安全衛生活動を推進

する。

○臨時・非常勤職員、公共民間労働者ほか、すべての労働者の安全衛生を確保する。

○委託職場において委託元と委託業者で構成する安全衛生協議体制を確立する。
○仕事や職場を原因とする心の病の発症をなくすために、業務量やチームワークなど仕事や職場の改善について話し合い、働きやすい職場づくりに取り組む。
○職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメントに加え、クライアントを含む職場の暴力によるメンタルヘルス対策に取組み、相談体制の充実、長期休暇後の職場復帰体制の確立をはかる。
○ワーク・ライフ・バランスの実現のため、時間外労働の実態を調査し、労働時間の縮減をはかる。
○アスベストのばく露防止対策を確実にし、従事者及び従事歴者の健康対策を講じる。
○近年増加している転落事故の防止に特段の配慮をし、各職場ごとに作業従事者の参加により、安全・健康のための作業標準マニュアルを作成し、周知徹底をはかる。

３．職場点検の進め方
具体的には、「職場点検活動のてびき」を参考にして下さい。重点目標は次の通りです。
（１）職場点検・巡回
　　　職場点検・巡回は、安全衛生委員（労使）で行うこととします。委員会がない場合は、単組が行うこととしますが、あくまでも業務として実施することを前提に事前に協議をすることとします。職場点検・巡回の際は、「職場点検チェックリスト」を用いて点検することとします。その際、チェックリストはできる限り各職場に合ったものを作成して使用することとし、全組合員が点検作業や討論など、なんらかの形で参加することを追求してください。そのため、各人にチェックリストをコピー・配布して記入してもらうことも含めて検討します。
　　　自治労本部では、「職場点検チェックリスト」として、①事務職場用チェックリスト、②清掃（施設）職場チェックリスト、③学校給食職場　チェックリスト、④動物園職場チェックリスト、⑤消防職場チェックリスト、⑥社会福祉施設職場チェックリスト、⑦病院職場チェックリスト、⑧研究職場チェックリスト、⑨建物改修工事チェックリスト、⑩防災対策（地震）チェックリスト、⑪アスベスト対策チェックリスト、⑫チェックリスト作成用紙、を作成しています。
　　　必要とされる単組は、道本部ホームページに掲載していますので、ダウンロードしてご活用下さい。
（２）時間外労働の点検
インターネットやPCの普及で、膨大な情報が瞬時に入手できるようになったため、業務量および時間外労働の増加は深刻です。職場の時間外労働の実態を調査し、長時間労働や過労・ストレスの訴えがある職場の点検を行います。安全衛生委員会において仕事量・仕事編成・仕事内容の改善について協議します。
４．アスベスト対策の強化
アスベストは、自治体の諸施設の多くで壁材、建材など広範に使用されており、自治体労働者のみならず公共施設を利用する住民にも大きな健康被害を与えることから、職場と地域の課題として、取り組みを提起してきましたが、以下の項目について実現できていない場合は、安全衛生課題として、安全衛生委員会でアスベスト対策をはかることとします。
	【要求項目】

１．自治体の全事業場において吹き付けアスベストはもちろんのこと、アスベスト含有施設・設備・機器等の有無を調査し、該当するものがある場合は安全・衛生委員会等において事後の対策（①即刻中止②代替品への更新③継続使用等）を検討し、その現実をはかること。また、アスベスト含有の疑義・飛散状況については、安全衛生委員会等の審議を経たうえ、成分分析や濃度測定を行うこと。
２．健康面での不安を訴える組合員に対しては、担当産業医に健康相談をするよう指導すること｡
３．アスベスト含有機器等を引き続き使用するときは、該当者に対して取り扱い方法等について教育を行うこと。なお、アスベストを取り扱う機会のある者がいる所属においては、施行通達に規定する防じんマスク等保護具を備え付けるとともに、該当者に対しては、担当産業医に健康相談をするよう指導すること。
４．使用中止・代用品への更新を行ったアスベスト含有物品を廃棄するときは、絶対に分解・折り曲げ等を行わず、飛散防止対策を講じ、関係法令を遵守し適切に処理すること。
５．発症までの潜伏期間が長いことから、産業医と相談の上、ばく露の危険性が予見される場合は退職者・家族に対する健康調査を、適宜実施すること。


（ウラヘ）

	《参考》

石綿障害予防規則（平成17年2月24日公布、同年7月1日施行）

第１条

　事業者は、石綿による労働者の肺ガン、中皮腫その他の健康障害を予防するため、作業方法の確立、関係施設の改善、作業環境の整備、健康管理の徹底その他必要な措置を講じ、もつて、労働者の危険の防止の趣旨に反しない限りで、石綿にばく露される労働者の人数ならびに労働者がばく露される機関及び程度を最小限度にするように努めなければならない。

　事業者は、石綿を含有する製品の使用状況等を把握し、当該製品を計画的に石綿を含まない製品に代替するよう努めなければならない。

	第40条第1項

事業者は、令第22条第１項第3号の業務（特定石綿を製造し、若しくは取り扱う業務又は、製造等禁止石綿等の試験研究のために製造し、若しくは、使用する業務に限る。）に従事する労働者に対し、雇入れ又は当該業務への配置替えの際及びその後6ヶ月以内毎に１回、定期に、次の項目について医師による健康診断を行わなければならない。

· 「事業者」とは、各建物・職員等を日常的に管理する所属長をいう。

施行通知（厚生労働省労働基準局：基発第318003号　17年3月18日）

第7章 保護具

（1）第44条関係、本状の「呼吸用保護具」とは、送気マスク等給気式呼吸用保護具（簡易救命器及び酸素発生式自己救命器を除く）防じんマスク並びにJIS T8157に適合した面体形及びフード形の電動型ファン付粉じん用呼吸用保護具をいい、これらのうち、防じんマスクについては、国家検定に合格したものであること。


５．取り組みの集約について
　「自治労安全衛生月間」について、取り組み状況の集約を行います。

　集約については、下記の要領により行います。

（１）09「自治労 安全衛生月間」の取り組み点検表については、実施・未実施に関わらず、すべての単組・総支部での提出をお願いします。
　　　提出期限は、8月7日（金）までとします。提出に際しては、道本部にファックスで送信してください。

（２）職場改善事例報告書（単組用）、安全衛生活動事例報告書（単組用）、2009アクションプラン報告書については、本文書に添付してありますが、データーとして必要とされる単組は、「職場点検チェックリスト」と合わせて、道本部ホームページに掲載していますので、ダウンロードしてご活用下さい。
以上

別表
	　
	09年版職場点検活動のてびき
	ポテッカー2種類1組
	備考

	区分
	数
	配布数
	配布総数
	配布組数
	配布総組数
	

	地方本部
	13
	1冊
	13冊
	1組
	13組
	　

	札幌市労
	1
	30冊
	30冊
	50組
	50組
	　

	各総支部
	14
	3冊
	42冊
	20組
	280組
	　

	都市職
	35
	2冊
	70冊
	10組
	350組
	　

	病職
	7
	1冊
	7冊
	5組
	35組
	　

	町村職
	145
	1冊
	145冊
	5組
	725組
	　

	公共民間
	48
	1冊
	48冊
	1組
	48組
	　

	社保労
	17
	1冊
	17冊
	1組
	17組
	　

	合計
	280
	　
	372冊
	　
	1518組
	　

	本部送付数
	　
	　
	400冊
	　
	1550組
	　

	残数
	　
	　
	28冊
	　
	32組
	　


「自治労 安全衛生月間」の取り組み点検表　送信時に送信票は不要です
道本部労安・職業病対策委事務局行　　ＦＡＸ＝０１１－７００－２０５３
単組名＝　　　　  　記入者名＝　　 　　 　　組合役職（　　　　 　）

※回答項目については、必要に応じて○で囲むか、記入をお願いします。

１．労働安全衛生組織（安全衛生委員会・衛生委員会）の設置状況
・委員会の設置義務がある事業場の数＝（　　　　　　　事業場）※設置の有無に関わらず
・設置されている委員会の名称＝（ ・なし　）　（　　　　　　　　　　　　　　委員会）
・設置されている委員会の数＝（ ・なし　）　（　　　　　　　　　　ケ所）

　　
　　※以下2.3.4.は委員会が設置されている単組にお聞きします。

２．委員会の開催状況（該当項目に○をつけ、必要事項を記入してください）
　　・年２回以下＝（　　月と　　月）　・毎月開催している（１ヵ月に　　　回）
　　・年２回以上＝（　　月と　　月と　　月）　・その他（　　　　　　　　　　）

３．委員会での職場点検状況（該当項目に○をつけ、必要事項を記入してください）
　　・未実施　・月間（７月）中に実施予定　・定期的に実施（年　　回）　

・不定期で実施　
４．委員会での取り組み状況（該当項目に○をつけてください）
　○アクションプランなど具体的目標を立てて＝　・いる　　・いない
　○過重労働削減対策（時間外労働の縮減や人員配置の見直しなど）を立てて＝
　・いる　　・いない

　○メンタルヘルス疾患予防対策を立てて＝　　　・いる　　・いない

　○アスベスト対策を具体的に実施して＝　　　　・いる　　・いない

※5.は委員会が設置されていない単組にお聞きします。
５．委員会の設置されていない主な理由は何ですか。
お手数ですがご記入をお願いします＝（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
６．総ての単組にお聞きします。
労働安全衛生（メンタルヘルス対策含む）活動を進める上で、必要と思われること、道本部への要望などご記入下さい。

	


ご協力ありがとうございました。
各











